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令和 7年度 地域一体型オープンファクトリー事業運営業務 

プロポーザル実施要領 

 

1. 事業の目的 

大阪・関西万博を契機とし、満足度の高いオープンファクトリープログラムを市内各所で実施

することで、本市への誘客を促し、年間を通して受け入れることのできる仕組みを構築する。 

充実したプログラムにより、オープン型商談会としてビジネスマッチングへの有効な手段とな

るとともに、異業種との交流を深めることで、新たな商品づくりや事業創出に繋げる。さらに、

魅力的な職業としての PRにより、雇用確保に繋げていくことを目的とする。 

 

2. 業務委託内容 

 別紙、仕様書に定める通り 

 

3. 履行期間 

 契約締結から令和８年 3月 31日（火）まで 

 

4. 提案上限額 

 1,500千円（消費税及び地方消費税を含む） 

 ※この金額は、提案内容の規模を示すためのものであり、契約時の予定価格を示すものではな

く、最終的な実施内容及び契約金額については、本市と調整した上で決定することとする。 

 

5. 参加資格 

次の要件をいずれも満たしていること。 

(1) 法人であること。 

(2) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者である

こと。 

(3) 京丹後市から指名停止措置を受けていないこと。 

(4) 住民税、消費税または地方消費税の滞納がないこと。 

(5) 会社更生法、民事再生法等の手続きを行っている法人でないこと。 

(6) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2 条第 2 項に掲げる暴力団、同条第 6 号

に規定する暴力団員である役員を有する団体並びにそれらの利益となる活動を行う者でない

こと。 
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6. 応募書類等 

(1) 参加申込書類 

ア 参加申込書（様式１） 

イ 事業者概要書（様式２） 

ウ 営業経歴書（様式３） 

エ 宣誓書（様式４） 

オ 納付すべき税（住民税、消費税及び地方消費税等）の納税証明書 

※本参加申込日より３ヵ月以内に発行されたもの。写し可。 

 

(2) 企画提案書類 

ア 企画提案書（任意様式） 

・ 本業務の実施方針及び事業内容  

・ 実施スケジュール案 

・ 実施体制 

・ 過去に実施又は参画した類似事業の実績、成果 

※事業内容は業務仕様書の項目に基づき作成すること 

 

イ 見積書（任意様式） 

※積算根拠は可能な限り詳細に記載すること 

 

(3) 企画提案書類の提出部数 ６部（正本 1部、副本５部） 

(4) 留意事項 

・ 応募１事業者につき提案は 1件とする。 

・ 提出された書類に虚偽または不正があった場合は失格とする。 

・ 提出された書類の内容は変更できない。 

・ 提出された書類は返却しない。 

・ 応募申請書提出後に辞退する場合は、辞退届を提出すること。 

 

7. 応募の手続き及び選定方法 

(1) 問い合わせ先及び応募書類の提出先 

京丹後市商工観光部商工振興課 

〒629-3101 京都府京丹後市網野町網野 385-1 

TEL：0772-69-0440  E-MAIL：shokoshinko@city.kyotango.lg.jp 

 

(2) 応募スケジュール 

ア 参加申込書の提出  

令和 7年５月１２日（月）～令和７年５月２３日（金） 

平日９：００～１７：００ ※郵送、持参または電子メール 

mailto:shokoshinko@city.kyotango.lg.jp
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    イ 質疑の受付及び回答 

      令和７年５月２３日（金）１７：００まで 

      質問様式は任意とするが、質問者の会社名、部署名、氏名、電話番号及びメールアドレ

スを記載すること。ただし企画提案書の審査に係る質問には回答できない。 

      質問は電子メールにより行うこととし回答は市ホームページにて質問とともに公表する。 

    ウ 企画提案書類の提出 

令和 7年５月１２日（月）～令和７年５月３０日（金） 

平日９：００～１７：００ ※郵送、持参または電子メール 

 

(3) 審査方法及び審査基準 

企画提案書等の内容について、書面審査を実施し選考を行う。なお、審査は非公開とし、審

査結果に対する異議申し立てはできないこととする。 

ア 評価点の合計が最も高い者を最適候補者とする 

イ 採点結果が同点の場合は、見積金額が低い応募者を最適候補者とする 

ウ 本プロポーザルへの参加者が１者のみの場合、本要領及び仕様書に定める水準を満たす

提案であれば、審査の結果においてその者を最適候補者とする。ただし、評価点の合計

が６０点（１００点満点）未満の場合は、最適候補者となることはできない。 

 

(4) 審査の視点及び配点 

審査の項目 審査の視点 配点 

実施方針 

実施スケジュール 

・ 本事業の趣旨と目的に沿っているか 

・ 業務内容の実施スケジュールが具体的で合理的

なものであるか 

20 

実施体制 

実績 

・ 円滑な事業遂行に十分な配置となっているか 

・ 事業遂行に必要な専門性を有し、類似事業にお

ける実績が備わっているか 

20 

事業内容 ・ 業務仕様を満たし、実現可能な内容か 

・ 地域特性を踏まえた提案内容か 

・ 集客につながる情報発信手法の提案があるか 

・ 持続的な取組につながる提案があるか 

・ 運営事務を効率的に行う提案があるか 

50 

見積もり ・ 経費が適切に見積もられているか 10 

合計 100 

 

(5) 審査結果の通知 

選定結果は、書面により速やかに応募者全員に通知する。 

  



4 

 

8. 事業の適正な実施に関する事項 

(1) 業務の一括委託の禁止 

業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることはできない。ただし、個別業務につ

いては、市の了解のもと第三者に委託することができる。 

 

(2) 個人情報保護 

個人情報を取り扱う場合には、京丹後市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年京

丹後市条例第２号）、京丹後市個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年京丹後市規則

第 11号）に基づき、その取扱いに十分留意し、漏洩、滅失及びき損の防止その他個人情報の

保護に努めること。 

 

(3) 守秘義務 

業務上知りえた秘密を他に漏らし、又は自己の利益のために利用することはできない。また

本業務終了後も同様である。 

 

9. その他の留意事項 

(1) 本事業は市の委託事業であるため、次の点に留意すること。 

・ 選定された最適候補者と市が本事業の契約交渉を行い、契約を締結する。 

・ 応募にあたって提出された書類は、最適候補者の選定のための書類となる。最適候補者には

契約に向け再度見積もり書等の提出を依頼する。 

・ なお、協議が整わない場合、又は契約締結時までに受託候補者が失格事項に該当した場合は、

得点により順位付けられた上位の者から順に契約交渉を行う。 

・ 契約内容及び事業費等については、市と最適候補者との協議により変更することができる。 

・ 事業の成果等は市に帰属する。 

・ 委託契約の締結にあたっては、地方自治法及び京丹後市会計規則をはじめとする諸規定が適

用される。 

・ 委託料は、本業務の完了検査後、請求に基づいて支払う。 

 

(2) 応募に要する経費は、すべて応募者の負担とする。 

 

 


